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不公正な取引方法の構成要件の在り方と独占禁止法改正案へ
の懸念
第1検討の視点
独占禁止法（「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」昭和
22年法律54号）は、最初の実体規定である3条（1）で私的独占・不当な取引
制限を禁止する。2条5項・6項の定義によれば、事業者の行為が、自ら
（1）単に条番号を引用した場合は、すべて独占禁止法の条項である。以下同じ。
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または他の事業者の自由な事業活動を制約する対事業者効果（私的独占で
は他の事業者の事業活動の「排除」・「支配」、不当な取引制限では複数の
行為者の事業活動の「相互拘束」・「共同遂行」をいう。）を生じ、そのこ
とが原因となって、一定の取引分野における競争を制限する対市場効果
（私的独占・不当な取引制限のいずれにおいても「公共の利益に反して、
一定の取引分野における競争を実質的に制限すること」をいう。以下「一一
定の取引分野の競争の実質的制限」という。）が生じるものである場合に、
当該行為は独占禁止法違反行為となる。その構成要件について、違反行為
者を行為主体、対事業者効果を行為要件、対市場効果を違法要件とそれぞ
れ呼ぶと、違法要件である「一定の取引分野の競争の実質的制限」は、事
業者の自由な事業活動を制約するという行為要件に該当する行為を行為主
体となる事業者が行った場合、競争秩序を侵害する程度がどれほど以上で
ある行為を規制するかという規制レベル（行為要件に該当する行為を違法
とするかしないかを区分けする閾値）を設定するものと位置付けることが
できる。
これに対して、本稿で主題とする19条で禁止される不公正な取引方法
は、2条9項列挙の1～6号に該当する行為であって、公正な競争を阻害
するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定する行為をいうか
ら、私的独占・不当な取引制限において示された違法要件とは別に、公正
な競争を阻害するおそれ（以下「公正競争阻害性」という。）という異なっ
た違法要件が示されたことになる。事業者が行う特定の行為類型にっい
て、不公正な取引方法に指定することで、私的独占・不当な取引制限とは
区別される競争秩序の侵害の程度で規制するとの趣旨が示されたことにな
る。
不公正な取引方法は、直罰規定の有無の違い（2）からみて、競争秩序侵害
（2）私的独占・不当な取引制限の直罰規定は、89条1項、95条1項1号および95条の2。
不公正な取引方法には直罰規定はなく、当該不公正な取引方法に対して発せられた排
除措置命令が確定した後に従わなかったときに科罰する90条3号、95条1項2号およ
び95条の2がある。
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効果が私的独占・不当な取引制限よりも小さい場合であっても行為類型の
態様・特質に着目して規制するとの趣旨で設けられたものであるから、事
業者が行う行為について、実体規定として先行する私的独占・不当な取引
制限の行為要件には該当しない行為も不公正な取引方法に該当することを
もって規制する場合があることを意味するとともに、私的独占・不当な取
引制限の行為要件に該当する行為でも、相対的に軽度の競争阻害効果で
もって不公正な取引方法として規制することがあることを意味する。その
意義を違法要件および行為要件の各段階で、私的独占・不当な取引制限と
不公正な取引方法とで概念的に比較してみると、次のとおりである（3）。
（3）本稿では、私的独占・不当な取引制限の延長線上にある予防規定としての不公正な
取引方法の規制に検討対象を絞る。延長線上にあるとの意味は、競争秩序の侵害をい
う違法要件が、競争に必要な市場における自由な事業活動を制約することが原因と
なって、競争秩序に悪影響を与えることで共通することをいう。自由な事業活動を制
約する手段となる事業者の行為は、それ自体で単純に事業者が通常行う行為と区別さ
れるものではなく、むしろ通常の行為の範疇に入るものがほとんどである。不公正な
取引方法には、私的独占・不当な取引制限の延長線上にない行為類型も含まれる（例
えば、虚偽表示や虚偽広告のように、該当する行為類型自体が通常の事業活動とは区
別される不公正さを有している場合や、継続的取引関係における取引上優越した地位
を有する事業者が自己に依存する取引先事業者に向ける濫用行為など）が、その検討
は別の機会を期したい。したがって、本稿では、競争秩序の侵害を自由な競争の侵害
と言い換えることがある。
なお、取引拒絶は、一般指定（「不公正な取引方法」昭和57年公正取引委員会告示
15号をいう。以下同じ。）14項に規定するような継続的取引関係において優越した地
位を有する事業者から一部の取引先事業者に向けられた濫用行為として捉えられる場
合もある。例えば、化粧品製造業者の一の販社であった事業者が当該化粧品製造業者
と締結した販社販売業務委託契約を解除されたことを不公正な取引方法の「取引拒
絶」に当たるとして損害賠償請求したノエビァ化粧品事件（東京高判平14・12・5判
時1814号82頁）で、東京高裁は、本件請求事業者が当該化粧品製造業者「以外に容
易に取引先を見いだし得ないような事情の下に、取引の相手方の事業活動を困難に陥
らせる以外に格別の理由がなく、取引を拒絶したものというべきであり、独占禁止法
19条、公正取引委員会告示第15号（一般指定）2項の不公正な取引方法に該当する
おそれがあり、独占禁止法19条の不公正な取引方法に該当する可能性が高い。また、
同法条に該当しないとしても、その趣旨に反する行為であることは明らかである。」
と判示した。しかし、当該製造業者が化粧品市場で独占力を有するわけでもなく、販
社であった事業者の事業活動が排除されることになっても、なんらかの競争秩序に悪
影響を与えることとなるとも想定できないところで、自由な競争を侵害するおそれが
あったとはいい難い事件であって、むしろ継続的取引関係において優越した地位を有
する事業者の濫用行為とした方が相応しい性質のものである（金井貴嗣「継続的契約
の解除が不当な取引拒絶にあたるとされた事例一ノエビア化粧品㈱事件」ジュリスト
1244号277頁、林秀弥「化粧品の連鎖販売取引に関する解約の可否一ノエビア事件」
『平成14年度重要判例解説』ジュリスト1246号234頁）。このような事件は、本稿で
の検討対象に入るものとは考えていない。他に、第二次大正製薬事件（公取委勧告審
決昭30・12・10審決集7巻99頁）における取引拒絶も、今日では大正製薬と薬局薬
店の問の継続的取引関係における優越的地位の濫用からみることで、同様に考えられ
よう。
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違法要件の段階では、不公正な取引方法において公正競争阻害性で表さ
れる競争秩序侵害の程度は、私的独占・不当な取引制限における一定の取
引分野の競争の実質的制限よりも相対的に低い（4）。この場合の公正競争阻
害性に相当する競争秩序の侵害の程度は、自由な競争を侵害するおそれと
表現される（5）。
なお、注3で触れたように、違法要件としての公正競争阻害性は、一定
の取引分野の競争の実質的制限に比し、単に競争秩序侵害の程度が相対的
に低いものと位置付けることだけでなく、一定の取引分野の競争の実質的
な制限に相当する対市場効果の範疇に収めきれない競争秩序侵害効果（例
えば、有効な競争と取引相手変更の可能性を期待できない市場および取引
関係にあることを利用して、相対的に劣位にある取引相手の利益を不当に
搾取すること）を対象とできるように、独占禁止法の規制対象範囲を拡大
することが可能という意味があることを付記しておきたい。
行為要件の段階では、私的独占・不当な取引制限が事業者の自由な事業
活動に与える直接の制約効果（排除・支配・相互拘束・共同遂行）を規定
（4）不公正な取引方法に相当する独占禁止法の昭和28年改正前の不公正な競争方法につ
いてであるが、公正取引委員会によって「私的独占禁止法第2条第6項第5号の条件
が不当なものであるかどうかを判断する基準として、競争制限的作用の有無をもって
する場合に、その競争の制限が、一定の取引分野における競争を実質的に制限するも
のと認められる程度のものである必要はなく、ある程度において公正な自由競争を妨
げるものと認められる場合で足りると解すべきで、かく解することは、私的独占等の
予防措置として不公正な競争方法を禁止している法意からみて妥当なものといわなけ
ればならない。」（第一次大正製薬事件・審判審決昭28・3・28審決集4巻119頁）と
考えられてきている。なお、引用する審決および審決集は、公正取引委員会に係るも
のである。以下同じ。
また、公正取引委員会が1991年7月に公表した「流通・取引慣行に関する独占禁止
法上の指針」では、「市場における競争が実質的に制限されるまでに至らない場合で
あっても、原則として不公正な取引方法に該当し、違法となる」旨の文言が用いられ
ている。
この点から、違法要件の立証費用（公正取引委員会からいえば規制コスト。私人に
よる差止請求訴訟を用いる被害者からも同様）は、私的独占・不当な取引制限より
も、不公正な取引方法の方が相対的に低いということも付随する。
（5）田中寿編著『不公正な取引方法一新一般指定の解説一』（商事法務研究会、1982年）
では、「事業者相互間の自由な競争が妨げられていないこと及び事業者が競争に参加
することが妨げられていないこと（自由な競争）を侵害するおそれがあること（競争
の減殺）」（同書10頁）と解説されている。
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するのに対し、不公正な取引方法では、その手段となる行為類型を抽出し
て規定するものであるので、論理的には、当該行為類型が常に自由な事業
活動を制約する効果を現実にもたらすとは限らない。しかし、私的独占・
不当な取引制限の延長線上にあると観念される以上、規制対象となった行
為類型が事業者の自由な事業活動を制約する効果ないしそのおそれを有す
ることが必要である。独占禁止法は、競争秩序の侵害が事業者の自由な事
業活動が制約されることが原因となって生じることを規制することを中核
としており、そのことは不公正な取引方法においても妥当するからであ
る。したがって、不公正な取引方法として指定された行為類型に該当する
事実があるだけで原則として行為要件を充足し、私的独占・不当な取引制
限で求められるほどの事業活動を制約する効果が現実に生じることまで必
要としないが、かかる効果が全く生じないと認められる場合まで、すなわ
ち、そのおそれもないという場合まで規制する趣旨ではないと考えられ
る。
このような概念付けから、不公正な取引方法の規制には、次のような留
意点を導き出すことができる。不公正な取引方法は、私的独占・不当な取
引制限に比し、違法要件・行為要件のいずれの段階においても、その対競
争秩序効果（自由な競争の侵害の程度）および対事業者効果（事業者の自
由の事業活動を制約する程度）を軽減し、またはその範囲を拡張したもの
となる。したがって、不公正な取引方法の規制は、私的独占・不当な取引
制限の規制に比し、その射程距離は長く、規制対象となる事業者からみれ
ば、その行為が過剰に規制されるおそれ（falsepositive）がある。もちろ
ん、不公正な取引方法の規制は、その必要性があると認められて立法され
た実定法規であるから、それでなんら差し支えないとすることも可能であ
る。しかしながら、本来、事業者の自由な事業活動には、それを制約する
こともまた自由であること（契約自由の原則）が含まれるのであって、
国家がかかる行為を違法とするのは、「一定の取引分野の競争の実質的制
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限」という対市場効果を生じさせたときに限定すべきである、あるいは私
的独占・不当な取引制限の規制と不公正な取引方法の規制を一体化し、違
法要件における2段階の違法水準を解消し、競争法の国際的調和の観点
から行為類型ごとのルール形成をすべきである（6）との考え方も成り立ちう
る。
本稿では、上記の複数の視点の中間をとり、後述する我が国独占禁止法
の実体規定の解釈の現状（第4に記載）ゆえに、不公正な取引方法の規制
の存在意義を認めつつ、私的独占・不当な取引制限における違法要件より
もその程度が低いことを考慮して、過剰規制とならないように常に留意す
べきであるということであるとの視点から、不公正な取引方法の構成要件
の在り方を検討することを試みるものである。検討の主な材料として、一
般指定の冒頭に掲げられている行為類型である「取引拒絶」（7）を選んだ。
なお、競争制限的な効果をもたらす取引拒絶の問題は、各国競争法で
多岐多様な範囲で議論されており、例えば、米国反トラスト法では、
シャーマン法1条の共同行為規制からは競争制限のためのあからさまな制
限‘‘nakedrestraint”である‘‘groupboycotts”あるいは‘‘concertedrefusals
todea1”は当然違法（perseillega1）として、シャーマン法2条の単独行為
規制からは独占的事業者による独占の形成・維持の目的と意図をもった
‘‘refusalstodeal”としてそれぞれ議論されるところであるが、本稿では、
我が国独占禁止法特有の2っの違法要件（一定の取引分野の競争の実質的
制限と公正競争阻害性）の並存を前提として、我が国独占禁止法の実体規
定の体系の中で可能な位置付けを考えるべく、不公正な取引方法として規
（6）村上政博「独占禁止法における判審決分析の役割・第2回・国際ルールヘの道」（公
正取引671号〔2006年9月〕82頁）参照。
（7）本稿では、一般指定1項または2項の構成要件を充足して不公正な取引方法に該当
すると判断される取引拒絶を「取引拒絶」と表記し、事業者問の取引の過程で取引先
選択の自由から日常的に行われている行為である取引拒絶を単に取引拒絶と表記し、
それぞれを区別した。通常許容されている行為である取引拒絶が、いかなる場合に不
公正な取引方法として規制すべき対象になるかを主題として検討することを明瞭にし
たい趣旨である。
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定される「取引拒絶」の構成要件の在り方をもっぱら検討対象とするもの
である。
第2不公正な取引方法としての「取引拒絶」
1構成要件の在り方
同質の行為を対象とするA条とB条という2つの禁止規定があって、A
条の違法要件よりもB条の違法要件が法益侵害程度が引き下げられたもの
で規制がなしうる場合、過剰規制とならないようにバランスをとるべく、
B条において、他の構成要件である行為主体あるいは行為要件の段階で、
A条よりも限定的な条文構成あるいは解釈を図ることはありうる。
独占禁止法における例としては、第1に、3条・2条6項（不当な取引
制限）と旧4条（特定の共同行為）がある。
旧4条は、
「①事業者は、共同して左の各号の一に該当する行為をしてはなら
ない。1対価を決定し、維持し、又は引き上げること
2生産数量又は販売数量を制限すること
3技術、製品、販路又は顧客を制限すること
4設備の新設若しくは拡張又は新技術若しくは新生産方式の採
用を制限すること
②前項の規定は、一定の取引分野における競争に対する当該共同
行為の影響が問題とする程度に至らないものである場合には、
これを適用しない。」
と規定していた。旧4条では、同条2項の付記があるものの、3条・2
条6項と比較すると、不当な取引制限における違法要件である一定の取引
分野の競争の実質的制限は外され、同条1項各号列挙の行為類型について
当然違法の考え方をとり、原則として行為要件のみで該当する行為は禁止
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されるものとなっていた。
かかる違法要件の段階における軽減に対して、裁判所は、過剰規制とな
ることを危惧して、他の構成要件である行為主体と行為要件の段階で限定
化を図り、次のようにバランスをとる法解釈を示した。「～不当な取引制
限は『事業者が他の事業者と共同して相互にその事業活動を拘束し又は遂
行することにより、公共の利益に反して、一定の取引分野における競争を
実質的に制限する』ことを内容とするものであるところ、右の共同行為は
それ自体かかる不当な取引制限に進むおそれのある行為として、すでにそ
の段階においてこれを禁止するものである。共同行為と不当な取引制限と
はその程度段階において差異はあるけれどもその行為の本質は同一に帰着
すべきものである。この点から考えてここにいう事業者とは法律の規定の
文言の上ではなんらの限定はないけれども、相互に競争関係にある独立の
事業者と解するのを相当とする。共同行為はかかる事業者が共同して相互
に一定の制限を課し、その自由な事業活動を拘束するところに成立するも
のであって、その各当事者に一定の事業活動の制限を共通に設定すること
を本質とするものである。従って当事者の一方だけにその制限を課するよ
うな行為は、その事情によって私的独占又は不公正な競争方法にあたる場
合があるとしても、ここにいう共同行為にあてはまらない。また一群の事
業者が相集って契約協定等の方法によって事業活動に一定の制限を設定す
る場合であって、その中に異種又は取引段階を異にする事業者を含む場合
においても、これらの者のうち自己の事業活動との制限を共通に受ける者
の間にのみ共同行為が成立するものといわなければなければならない」
（新聞販路協定事件・東京高判昭28・3・9高民集6巻9号435頁）。
この判決の底流にあるバランスをとるという基本的考え方は首肯できる
が、間題は、その考え方が徹底せず、共同行為にかかる行為主体・行為要
件を絞り込みが、「共同行為と不当な取引制限とは～その行為の本質は同
一に帰着すべきもの」と判示したことから、不当な取引制限の行為主体・
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行為要件には不要な限定化が及ぶという、不合理な反動となったことであ
る（8）。
第2の例は、3条・2条6項（不当な取引制限の相互拘束行為）と19
条・2条9項4号・旧一般指定（9）8項（不公正な取引方法の拘束条件付き
取弓Dである。
不当な取引制限の相互拘東行為にっいては、石油価格カルテル刑事事件
における被告事業者側からの主張として、不当な取引制限が行われたとい
えるためには、その違反を防止する有効な手段を伴った拘束力ある価格協
定が締結される必要があるのであって、かかる拘束力を事実上不要である
かのごとき説示をした原判決が法令の解釈を誤ったとしたことに対し、最
高裁は、「原判決の認定したところによれば、被告人らは、それぞれその
所属する被告会社の業務に関し、その内容の実施に向けて努力する意思を
もち、かつ、他の被告会社もこれに従うものと考えて、石油製品価格を各
社いっせいに一定の幅で引き上げる旨の協定を締結したというのであり、
（中略）かかる協定を締結したときは、各被告会社の事業活動がこれによ
り事実上相互に拘束される結果となることは明らかであるから、右協定
（8）この東京高裁判決による不当な取引制限の射程範囲の限定により、競争関係にない
複数の事業者間で共同して行われる競争制限行為が不当な取引制限の範疇に入らなく
なった。入らなくなったものの一部は、私的独占に含まれる共同行為（複数の事業者
間の通謀による排除行為・支配行為等）で他の事業者の事業活動を一方的に拘束す
るものを捕捉することが可能である（例えば、共同ボイコットに相当する事件を私
的独占違反とすること。パチンコ機製造特許プール事件・公取委勧告審決平9・8・6
審決集44巻238頁）が、製造業者と複数の取引先販売業者が共同して再販売価格の維
持にあたる垂直的相互拘束（製造業者は廉売業者に販売しないこと、取引先販売業者
は製造業者が指示する再販売価格を守ることで、それぞれの事業活動の拘束があるこ
と）、いわゆる縦のカルテルは、一定の取引分野の競争を実質的に制限する効果があっ
た場合でも、これを直裁に禁止できる条項を独占禁止法の中に見いだせないことに
なった。製造業者による取引先販売業者に対する一方的拘束と捉えて、不公正な取引
方法の再販売価格維持行為（一般指定12項）として捕捉することは可能であり、しば
しば適用されるところであるが、多くの取引先販売業者から寄せられる廉売防止の要
望を受けて製造業者が行う再販売価格維持行為を、実態通り、製造業者と取引先販売
業者の共同行為として捉える適用可能性を不当な取引制限から失わせたということで
ある。
（9）「不公正な取引方法（昭和28年公正取引委員会告示11号）」をいう。以下同じ。なお、
旧一般指定と現行一般指定は、昭和57年6月に入れ替わったが、12の行為類型を16
の行為類型にして明確化を図ったもので、従来の考え方を変更するものではなく、内
容は変化なく継続したものとみなされている（田中前掲書（注5）9頁）。
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は、独禁法2条6項にいう『相互にその事業活動を拘束し』の要件を充足
し同項及び同法3条所定の『不当な取引制限』行為にあたると解すべきで
あり、その実効性を担保するための制裁等の定めがなかったことなど所論
指摘の事情は、右結論を左右するものではない。」（石油価格カルテル刑事
事件・最判昭59・2・24刑集38巻4号1287頁）と判示した。不当な取引
制限の相互拘束行為の拘束については、拘束力をもたせるために加わるプ
ラス要因を必要としないとの趣旨である（10）。
これに対して、不公正な取引方法の拘束条件付取引について、最高裁
は、「公正な競争を促進する見地からすれば、取引の対価や取引先の選択
等は、当該取引当事者において経済効率を考慮し自由な判断によって個別
的に決定すべきものであるから、右当事者以外の者がこれらの事項にっい
て拘束を加えることは、右にいう「取引』の拘束にあたることは明らかで
あり、また、右の『拘束』があるというためには、必ずしもその取引条件
に従うことが契約上の義務として定められていることを要せず、それに従
わない場合に経済上なんらかの不利益を伴うことにより現実にその実効性
が確保されていれば足りるものと解すべきである。（中略）上告人のよう
に育児用粉ミルクの市場占拠率が低く、販売業者の取扱量が少ないとして
も、小売業者からの注文を受ける卸売業者としては、右粉ミルクについて
上告人との取引をやめるわけにはいかないのであり、また、取引を続ける
かぎり、前記感謝金による利潤を確保するために、上告人の定めた販売価
格及び販売先の制限に従わざるをえないこととなるのはみやすいところで
（10）不当な取引制限の相互拘束行為は、複数の競争事業者間で人為的な意思の連絡によ
り、競争制限的行動をとることで相互に期待し合う関係が生じる効果の現出で成立す
るもので、合意とも言い換えられる。人為的な意思の連絡によることでは、用語は変
わっても、私的独占における通謀あるいは支配行為も同じであり、特に支配行為は相
互拘束行為に対して一方的拘束行為と捉えられるものであるから、「協調ないし、相
手方からの了解の形式を整えても、現実の行動が実質的には一方的に制限を課するこ
ととなる場合は、事業活動の支配となる」（青山義之「東洋製缶株式会社に係る私的
独占事件（下）」（公正取引1972年12月号（266号）33頁）との解説からすれば、私的
独占における被支配事業者の事業活動が拘束されることについても、拘束力をもたせ
るために加わるプラス要因を必要としないとの同様の帰結を導き出すことができる。
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あるから、審決が、本件販売対策は右市場占拠率のいかんにかかわりな
く、相手方たる卸売業者と小売業者との取引を拘束するものであると認定
したことは、なんら不合理なものではない。」と判示した。不公正な取引
方法の拘束条件付き取引の拘束にあっては、従わない場合に経済上なんら
かの不利益が伴うことによりとして、拘束力をもたせる現実のプラス要因
を必要とすることを示し、不当な取引制限における拘束のように、それぞ
れが協調する関係にあることだけをもって、それ以上にプラス要因を必要
としないという程度にとどまる判断はしていない。繰り返せば、不公正な
取引方法の拘束条件付取引では、かかるプラス要因がなく、相手方事業者
が進んで了解しているというだけの場合にも、拘束と評価することまでは
示していないことになる。
以上の最高裁判例から示唆されるように、違法要件の閾値が軽減された
ならば、行為主体または行為要件の段階で構成要件該当の閾値を引き上げ
て、過剰規制にならならないようにバランスをとるべく配慮する考え方は
あってよい。閾値を引き上げるとは、具体的には、必要とすべきプラス要
因を見いだしていくことである。
私的独占・不当な取引制限に比し、その違法要件の閾値を引き下げた不
公正な取引方法の規制にあっては、行為主体または行為要件の段階におい
てすべからく閾値を引き上げるプラス要因を必要とするというのが、本稿
の立場である。不公正な取引方法として抽出された行為類型の中には、そ
れ自体が競争市場において本来の事業活動として当然に許容されるものが
あり、その不必要な規制に至ることは、角を矯めて牛を殺すの讐えに似
て、独占禁止法の違反行為を規制したことが、かえって同法の保護法益で
ある公正・自由な競争秩序から期待される競争の効用を阻害することが懸
念されるからである。
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2「取引拒絶」の行為主体
行為主体にみる要素は、取引を拒絶される被拒絶事業者が他に取引先を
見いだす可能性を狭める効果を生じさせて、「取引拒絶」を行いうるカの
形成・維持・強化の態様である。
その態様としては、第1に、複数の事業者が共同して行うことがある。
共同とは、不当な取引制限における共同あるいは私的独占における通謀と
も同義で、複数の事業者問で人為的に意思の連絡を図って行うことであ
る。競争関係にある複数の事業者問、すなわち、複数の競争事業者が共同
する場合が、「取引拒絶」の最も強力な行為主体となる。被拒絶事業者の
取引先選択の可能性を狭める効果が最も強いからである（11）。
なお、競争関係にない複数の事業者が共同して行う場合も、論理的には
考えうるが、現実的ではなく、実際には、複数の競争事業者が共同すると
ころへ、他の取引段階の事業者が加わる事例がみられるもので、複数の競
争事業者が共同する場合に集約できる。
第2には、被拒絶事業者の取引先選択の可能性を狭める効果を持ちうる
ほどの取引拒絶を行いうる、いわゆる独占力（12）を単独で持った事業者が
（11）行為主体が共同する複数の事業者であるとの集団性をもつ不公正な取引方法を分析
した研究として、厚谷裏児「集団的不公正な取引方法について」北大法学論集43巻4号
（1992年）495頁、厚谷裏児『独占禁止法論集』（有斐閣、1999年）155頁所収。同
論文は、「これまで、不公正な取引方法の規制が私的独占の補完との理解が強かった
が、集団的不公正な取引方法は、事業者の共同の意思の連絡の下での行為であり、行
為の実体は、不当な取引制限の行為類型である価格制限、取引先の制限などである。
したがって、不当な取引制限との違いは、市場への影響であり、集団的不公正な取
引方法の規制は、不当な取引制限の補完として位置づけることができよう。」（同531
頁）とする。
（12）本稿では、独占力を、ある商品・役務あるいはあるブランドについて、被拒絶事業
者が他に容易には代替する取引相手を見いだし難いほどの地位を当該商品・役務また
がブランドの市場において有していることを示す用語として用いた。「流通・取引慣
行に関する独占禁止法上の指針」（注4）では、「市場における有力な事業者」との概
念が提起されている。同指針では、「『市場における有力な事業者』と認められるかど
うかについては、当該市場（行為の対象となる商品と機能・効用が同様であり、地理
的条件、取引先との関係等から相互に競争関係にある商品の市場）におけるシェアが
10％以上又はその順位が上位3社以内であることが一応の目安となる。ただし、こ
の目安を超えたのみで、その事業者の行為が違法とされるものではなく、当該行為に
よって、『競争者の取引の機会が減少し、他に代わり得る取引先を容易に見いだすこ
とができなくなるおそれがある場合』に違法となる。」と定義している。
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行うことである。このような事業者を独占的事業者とすると、行為主体の
態様により、第1の場合が共同行為、第2の場合が単独行為と区分するこ
とができる。
さらに、行為主体に加わる態様として、他の事業者に取引拒絶を行わ
せる場合がある。この場合、行為主体は、「取引拒絶」の教唆事業者とな
り、当該他の事業者が取引拒絶の実行事業者となる。教唆事業者から実行
事業者に取引拒絶の指示が伝わることになる（13）。これも、人為的な意思の
連絡にほかならず、私的独占の通謀あるいは支配という用語で表現して差
し支えない事柄である。このような場合を、行為主体が自ら取引拒絶を行
う場合（一次ボイコット、直接の取引拒絶）に比して、二次ボイコット
（secondaryboycotts）あるいは間接の取引拒絶と呼ぶもので、教唆事業
者と実行事業者の間で共同行為があることになる（14）。間接の取引拒絶で深
刻に考えられるのは、実行事業者は教唆事業者の取引先事業者である場合
がほとんどであるから、実行事業者が教唆事業者の意向に沿わなかったと
きは、実行事業者が教唆事業者から取引拒絶されかねないもので、ここに
間接の取引拒絶が独占禁止法から見て、さらに悪性を強くする理由があ
る。
複数の競争事業者が間接の取引拒絶を行う場合は、二重の共同行為があ
ることになり、また、独占的事業者が間接の取引拒絶を行う場合も、共同
行為であると評することができる。実行事業者が独占力を有していて、そ
れを利用する場合のほかは、実行事業者が単独で取引拒絶を行っても有意
な効果があるとは通常考えられないから、実行事業者も複数であり、実行
（13）他の事業者に取引拒絶を行わせることは、行為要件の段階の問題でもあるが、取引
拒絶を行うことでは、教唆事業者と実行事業者が通謀して行うもので、行為主体の段
階の問題でもある。
（14）一本稿では、事業者が他の事業者と人為的に意思の連絡を図って、当該事業者を巻
き込んでそれぞれのカを利用して行う競争制限行為を共同行為としている。他の事業
者は、競争関係にある事業者に限られない。共同行為は、行為主体の形成の問題で
ある。拙稿「私的独占における支配の行為概念」（白鴎大学法科大学院紀要創刊号、
2007年11月）77頁参照。
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事業者の間に共同行為があるとみなすこともできるので、より共同行為の
要素が強くなる（15）。押し並べて、独占禁止法は、競争制限の原因として、
共同行為を単独行為より悪性の高いものとみている。
結局のところ、純粋な単独行為は、独占的事業者が直接の取引拒絶を行
う場合のみである。しかし、純粋な単独行為である取引拒絶を「取引拒
絶」とする事例は、従前の事件の中に見当たらない。単独でも効果的な取
引拒絶をなしうるほどの事業者については、私的独占の排除行為として捉
えた方が適切と考えられてきたからと思われる（16）。かかる法適用の区別は
妥当と思料し、本稿でも、以下では「取引拒絶」の行為主体・行為要件の
検討において独占的事業者の直接の取引拒絶への言及は省くものとした。
一般指定において「取引拒絶」は、次のように指定されている。
「（共同の取引拒絶）
1正当な理由がないのに、自己と競争関係にある他の事業者（以
下「競争者」という。）と共同して、次の各号のいずれかに掲げ
る行為をすること。
一ある事業者に対し取引を拒絶し又は取引に係る商品若しくは
役務の数量若しくは内容を制限すること。
二他の事業者に前号に該当する行為をさせること。
（その他の取引拒絶）
2不当に、ある事業者に対し取引を拒絶し若しくは取引に係る商
品若しくは役務の数量若しくは内容を制限し、又は他の事業者に
これらに該当する行為をさせること。」
（15）問接の取引拒絶の実態と法適用の問題を論じた研究として、河谷清文「垂直的合意
を通じた共同ボイコットの編成について」大阪学院大学法学研究27巻2号（2001年）
151頁参照。
（16）例えば、東洋製罐事件（公取委勧告審決昭47・9・18審決集19巻87頁）、ニプロ事
件（公取委審判審決平18・6・5審決集53巻195頁）。なお、雪印乳業・農林中金事
件（公取委審判審決昭31・7・28審決集8巻12頁）において全体が私的独占と構成さ
れる中で、農林中金の融資拒否が単独行為としての不公正な取引方法の「取引拒絶」
とされているが、雪印乳業等と通謀して行った共同行為としての私的独占の支配行為
とすべきではなかったかと考えられる（前掲拙稿（注12）101頁）。
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行為主体については、1項が複数の競争事業者による共同行為であり、
2項はそれ以外の事業者による行為である。共同行為か、単独行為かとい
う区分からいえば、1項の行為主体は当然に共同行為の範疇であるが、2
項の行為主体には単独で行う場合に限られず、論理的には競争関係にない
他の事業者と共同して行う行為も含まれるし、間接の取引拒絶も含む。し
たがって、「取引拒絶」について、1項は複数の競争事業者による共同行
為を、2項は単独行為とその他の共同行為をそれぞれ対象とする区分けを
していることになる。
前述したように、独占禁止法は、競争制限の人為的な原因として、独立
の事業者が他の独立の事業者と意思の連絡を図って、相互的にせよ、一方
的にせよ、これら事業者を組織化して（巻き込んで）行う行為、すなわ
ち、共同行為の方を、そのような要素のない単独行為よりも悪性の強いも
のとみる。換言すれば、「取引拒絶」を行いうる力の形成・維持・強化の
在り方として、単独行為における事実上の独占力よりも、共同行為の方に
複数の事業者が意思の連絡をして行うことで不当な人為性を強く認めるも
のである。したがって、一般指定においても、共同行為である1項につい
ては、行為主体および行為要件に該当すれば、原則として違法要件であ
る公正競争阻害性が認められる行為類型であるとの意味で、「正当な理由
がないのに」の文言が用いられているが、単独行為を主として想定する2
項では、行為主体および行為要件への該当のみでは原則として公正競争阻
害性があるとはいえないものについて、個別に公正競争阻害性が備わっ
ているかを判断する必要がある意味で、「不当に」の文言が用いられてい
る（17）。共同行為による取引拒絶の悪性を強くみる趣旨である。
間接の取引拒絶を含めた共同行為の要素が「取引拒絶」の行為主体の段
階において、当該取引拒絶を規制対象とするために必要なプラス要因（18）
（17）田中前掲書（注5）9頁。
（18）ここから、プラス要因とは、私的独占・不当な取引制限に比し違法要件の程度が低
いことから、不公正な取引方法の「取引拒絶」の行為主体および行為要件に追加され
るべき必要な加重要件を意味させている。
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であり、単独行為においては、相応するプラス要因として独占力の存在を
行為主体について考えることになるが、前述したように、純粋の単独行為
は私的独占に構成されるから、行為主体が単独であっても、間接の取引拒
絶によるとして共同行為の要素が加わっているものが「取引拒絶」として
扱われている。
3「取引拒絶」の行為要件
行為要件は、行為主体が競争秩序に悪影響を及ぼす原因を人為的に創
り出す行為である。「取引拒絶」の行為要件となる取引拒絶は、一般指定
1項・2項が規定するところによれば、「ある事業者に対し取引を拒絶し
又は取引に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を制限すること」で
あって、商品・役務の供給・購入の全面な拒絶および供給・購入にかかる
数量・内容の一部の制限をいい、被拒絶事業者として特定しうる一部の事
業者に向けられるので、差別的取扱い（2条9項1号）から導き出される
行為類型であり、被拒絶事業者を特定せず、自己以外と取引しないことを
拘束条件とする排他条件付き取引（一般指定11項）とは区別される。「取
引拒絶」の行為要件は、端的には、被拒絶事業者に対し上記の取引拒絶を
行うことである。したがって、取引拒絶を実行したこと、または、間接の
取引拒絶にあっては実行事業者に取引拒絶をさせたことが「取引拒絶」の
行為要件における必要条件である。
しかしながら、取引拒絶自体は、市場における競争の本来的要素ともい
える事業活動の形態である。誰と取引するという取引先選択の自由は、市
場における自由競争を成り立たせる基本原則であり、逆にいえば、職業倫
理から取引拒絶が許されず、あるいはユニバーサル・サービスが義務付け
られる公益事業分野を除き、誰とは取引しないという取引拒絶も原則とし
て自由である。
したがって、不公正な取引方法として取り上げられる行為類型としての
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取引拒絶は、本来自由な事業活動としての取引拒絶と区別される要素とし
て、被拒絶事業者を他の事業者と差別して扱うための手段としての取引拒
絶であるということが、第1のプラス要因としてかかっていることにな
る。ただし、「取引拒絶」に問擬される取引拒絶は、一部の事業者に対し
て行われるものであるから、差別取扱いであるとのプラス要因は当然に備
わっていることになる。
第2のプラス要因は、取引拒絶が競争秩序に悪影響を及ぼす原因を創り
出す効果があるか、またはそのおそれがあることである。原因とは、私的
独占における排除と支配が相当する。前者は取引拒絶が被拒絶事業者の事
業活動を困難にする効果をもつ場合であり、後者は取引拒絶という不利益
措置を示し、または実行することにより被拒絶事業者に行為主体の意向に
沿った事業活動を行うようにさせる効果である（19）。
取引拒絶が、私的独占における他の事業者の事業活動の排除または支
（19）本稿では、「取引拒絶」を私的独占・不当な取引制限の延長線上にある行為と考え
ているから、取引拒絶が、私的独占でいえば、他の事業者の事業活動を排除し、また
は支配する効果をもたらすものとなって私的独占の行為要件を充たし、かっ、かかる
対事業者効果が原因となって、私的独占の違法要件である一定の取引分野の実質的制
限という対市場効果を現出するものである場合、当該取引拒絶は、不公正な取引方法
にとどまることなく、私的独占に間いうる。
なお、取引拒絶がいわゆる共同ボイコットの形態をとる場合で、一定の取引分野の
競争を実質的に制限するとき、共同ボイコットを不当な取引制限で捉えることができ
るかという問題がある。「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（注4）で
は、共同ボイコットは不当な取引制限にも該当しうることが示されている。しかし、
行為主体の段階での複数事業者間の共同性を捉えて共同行為と考える米国シャーマン
法1条やEC条約81条1項と異なり、我が国の独占禁止法は、行為要件の段階で行為
主体となった複数事業者のそれぞれの事業活動を拘束することが原因となって競争制
限効果がもたらされるものを不当な取引制限としている違いがある。公正取引委員会
は、行為主体の取引先選択の自由が拘束されることを共同ボイコットの本質と考える
傾向がある。しかし、共同ボイコットによる競争制限効果は、行為主体がそれぞれに
ボイコットされる事業者と取引しないこという行為主体の事業活動の拘束が間接の原
因となっても、それが直接の原因となってもたらされるわけではなく、直接の原因は
ボイコットされた事業者の事業活動が排除されることであるから、私的独占の通謀に
よる排除が相当し、不当な取引制限に相当するとはいい難い。実際の運用も、共同ボ
イコットとみることができる事件に対しては、私的独占が適用されてきている（前掲
注8パチンコ機製造特許プール事件）。
したがって、本稿では、「取引拒絶」は、厳密にいえば、私的独占のみの延長線上
にあるものとして、私的独占の排除及び支配の手段となりやすい行為類型として取引
拒絶が不公正な取引方法の中に抽出されたものと考えている。
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配という対事業者効果が生じさせ、または生じさせるおそれがあること
は、当該取引拒絶と違法要件である公正競争阻害性の中間にある連結点
である（20）。独占禁止法は、自由な事業活動の存在が自由な競争を産み出す
ものと考えるので、その自由な事業活動を制約する効果のあることが独
占禁止法の私的独占・不当な取引制限の系に属する違反行為の必須要素
となる。しかし、取引拒絶についていえば、すべての取引拒絶が被拒絶
事業者の事業活動を排除・支配する効果を生じさせるわけではなく（21）、か
かる効果を生じさせるおそれがない取引拒絶は、「取引拒絶」の行為要件
（20）全国紙新聞社3社と新聞販売店156店が共同して、千葉新聞社の発行する千葉新聞
の不買行動を行ったことが、新聞社3社については排他条件付取引、新聞販売店156
店の不買決議については共同の取引拒絶であるとして、公正取引委員会からかかる不
公正な取引方法の緊急停止命令の申立てがあった千葉新聞事件（東京高決昭30・4・
6高民集8巻2号177頁）で、東京高裁は、「本件において、前記排他条件付取引と
千葉新聞の不買が実行されるならば、千葉新聞社は、その顧客である新聞購読者の大
部分を失い、千葉県における新聞販売分野から排除されるおそれがあり、しかも、一
旦、顧客を失えば、それは単なる顧客の喪失に非ずして、永久的の営業の廃止となる
等、千葉県における新聞販売の公正な競争が阻害される結果を招来し」と述べて、緊
急停止命令を発した。
（21）取引拒絶を行ったことが、直ちに競争減殺効果を惹き起す原因となるわけではな
い。取引拒絶は、取引先の選択を行った結果であり、かかる選択を行うことによっ
て、市場での取引と競争が成立するものであるので、もし、取引拒絶によって被拒絶
事業者者が形式的にも常にその事業活動を制約されるということになれば、市場にお
いて日常的にせざるをえない取引先選択が「取引拒絶」の行為要件を充たすという
絶対的矛盾に遭遇することになる。かかる考え方は取りえないものであり、「取引拒
絶」の行為要件に該当する取引拒絶は、被拒絶事業者の事業活動を実質的に制約する
おそれのあるものでなければならない。
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を充足することはない（22）。もし、取引拒絶されても、それが被拒絶事業者
の事業活動に影響を与えないものであるならば、競争秩序に影響を与える
ことなく、それが不公正な取引方法として規制されるべき理由はないから
である。したがって、取引拒絶を行った事業者が「取引拒絶」を行ったと
の非難を受けたときに、かかる事業者が当該取引拒絶にっいて、被拒絶事
業者の事業活動を排除・支配する効果がないとの抗弁をもって、その非難
（22）新聞小売業者（控訴人）が新聞卸売業者5社（卸売5社）から共同した取引拒絶を
されたとして独占禁止法24条に基づく差止請求を提起した関西国際空港新聞販売事件
（大阪高判平17・7・5審決集52巻856頁）で、大阪高裁は、本件各取引拒絶の公正
競争阻害性の有無について、「控訴人は、卸売5社から、取引申込みを拒絶されて全
国紙を購入することができなくとも、卸売5社から全国紙を仕入れる他の即売業者か
ら全国紙を仕入れて、，これを空港島で販売することができるのであり、現に、控訴人
は、卸売5社から仕入れたB社から全国紙を仕入れて空港島で販売していることが認
められる。（中略）控訴人は、卸売5社から全国紙の仕入れを拒否されたとはいえ、
卸売5社以外の即売業者から仕入れることは可能であり、現にB社から仕入れている
のであり、また被控訴人関空販社においても、控訴人に対し、全国紙の販売取引に応
じる用意のあることを申し出ているのであるから、控訴人が卸売5社との直接取引に
こだわらず、被控訴人関空販社に対し、取引を申し出ているならば全国紙を容易に仕
入れることができたであろうことは推認するに難くないということができる。そうす
ると、卸売5社のした本件各取引拒絶には、公正競争阻害性があったということはで
きない。」として、控訴人の主張を認めなかった。卸売5社の取引拒絶によって控訴
人の新聞小売という事業活動が排除されるとの効果があるとは認めなかったことであ
り、それゆえ公正競争阻害性がないとしたもので、その判断自体は「取引拒絶」の行
為要件の段階に係るものである。
なお、本判決にっいて、控訴人が市場から実際に排除されるに至らなくとも、競争
上大きな痛手（仕入費用の増大）を被れば、排除する側が受ける競争圧力は低下し、
競争減殺効果が生じると考えられる状況では、公正競争阻害性を認めるべきとの評釈
（池田千鶴「差止請求における『著しい損害』一関西国際空港新聞販売拒絶事件」
『平成17年度重要判例解説』ジュリスト1313号271頁）もあるが、その趣旨が被拒絶
事業者の事業活動が排除されるおそれがない場合まで不公正な取引方法に含めること
であれば、競争業者より廉価な商品・役務を供給する事業者に、その取引先選択の自
由を制限し、自己との取引を求めてくる他の事業者との取引義務を課することとな
る。共同して行われた取引拒絶であっても、「取引拒絶」の規制が被拒絶事業者の事
業活動を排除するおそれのない場合にまで及ぶことは、他の事業者の事業活動を制約
することが原因となって競争秩序に悪影響を与える行為を規制するとの独占禁止法の
原則を逸脱し、かえって取引先選択の自由から本来任意の取引拒絶を行う事業者の事
業活動を制約することになる。例えば、競争関係にある複数の製造業者が共同して、
一部の小売業者には直販し、その他の小売業者には卸売業者を通して販売することと
して、直販を断ったとしても、卸売業者を通さなければならない小売業者の事業活動
を困難にするおそれがなければ、「取引拒絶」の行為要件に該当しないし、かかるお
それがあれば「取引拒絶」の行為要件に該当する。共同して取引拒絶をすれば公正競
争阻害性をもたらす場合が多いと考えられても、すべての共同の取引拒絶が公正競争
阻害性をもつとは限らず、その一つの場合が行為要件の段階でも考えうるということ
である。
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を回避することは可能である。ただし、行為主体の段階で、共同行為であ
ることが指摘されている場合には、どの程度の規模と数の事業者が共同し
ているかによるにしても、取引拒絶がそれ相応の影響をもつものであるか
ら、行為要件の段階で、被拒絶事業者の事業活動に影響を与えないと主張
することはほとんど不可能である。
取引拒絶を手段として、被拒絶事業者の事業活動を支配しようとする場
合、不当な取引制限におけるハードコア・カルテルと非ハードコア・カル
テルにおける行為要件と違法要件の関係に相似して、支配されようとする
被拒絶事業者の事業活動が、価格、数量、市場占有率、取引の相手方に関
するものであるとき、「取引拒絶」の違法要件である公正競争阻害性をよ
り認めやすいといいうる。
なお、取引拒絶が被拒絶事業者の事業活動を排除するおそれがあるもの
か、あるいは支配するおそれがあるものかは、実態的には必ずしも載然と
区別できるとは限らない。行為主体の意向に従わない事業者には取引拒絶
し、従う事業者とは取引することは、表裏一体の関係であり、後者は拘束
条件付き取引と重なる（23）。
第3のプラス要因は、取引拒絶により被拒絶事業者の事業活動を排除ま
たは支配すべく、意図して行っていることである。かかる意図をもたない
（23）取引拒絶と拘束条件付き取引が重なる問題の一例として、選択的流通制（selec廿ve
distribuUonsystem）がある。ブランド商品の製造業者が一定の基準に従う小売業者
とのみ取引し、その基準を充たさない小売業者とは取引しないことで、製造業者から
すれば、ブランド商品のイメージ維持に相応しい流通制度を構築しようとするもので
ある。一定の基準に従うことを求めることで拘束条件付き取引が、一定の基準を充た
さない小売業者とは取引しないことで取引拒絶がそれぞれ問題とされるものである。
専ら拘束条件付き取引の観点からであるが、①一定の基準により構築しようとする流
通制度がそれなりの合理的な理由に基づくものと認められ（合理性基準）、かつ②他
の取引先に対しても同等の制限が課せられていてその限りで差別的でない（同等性基
準）場合には、公正競争阻害性はないとする最高裁判例（資生堂東京販売事件最高裁
判決平10・12・18民集52巻9号1866頁）がある。しかし、選択的流通制の形態をと
りながら、有力なブランド・メーカーが専ら小売価格維持や販売数量制限等の競争制
限的な拘束を小売業者に課そうとするものである場合は、また別の判断がありえよ
う。土田和博「EC選択的流通制と販売方法・再販売先に関する制限一垂直的制限一
括免除規則・ガイドラインの公表を契機として一」早稲田法学76巻3号209頁参照。
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取引拒絶は、不公正な取引方法の「取引拒絶」として規制するまでの必要
はないとの趣旨である。私的独占では、必ずしも意図して行っていること
を必要としていない（24）。不公正な取引方法として違法要件の閾値を私的独
占よりも低くして、予防的に規制する必要がある「取引拒絶」は、行為要
件の段階においても明示的な危険が存在することが相応して必要であると
の考え方に基づく。「取引拒絶」は、私的独占と異なり、当該取引拒絶に
よって被拒絶事業者の事業活動を排除または支配する効果が現認できる
までに至らなくとも、当該取引拒絶が行われた段階で、被拒絶事業者の事
業活動を排除または支配するおそれがあればよいことになるので、行為要
件の一部においても軽減を図っているものであるから、意図というプラス
要因はなおのこと必要とされよう。取引拒絶を手段として被拒絶事業者の
事業活動を支配しようとするときに、かかる意図がないということは想定
できないが、被拒絶事業者の事業活動への影響を意図しない取引拒絶によ
り、結果的に被拒絶事業者の事業活動を排除する効果があり、かつ、競争
秩序に悪影響を与えることとなった場合は、対事業者効果および対市場効
果を見極めた上で、私的独占に問えば足り、明示的な危険が見えない取引
拒絶まで不公正な取引方法で規制することは過剰規制となるおそれがあ
り、回避すべきことになる。
取引拒絶を手段として被拒絶事業者の事業活動を排除・支配しようとす
る場面で、その効果をみる場合は大きく2つに分けて考える必要がある。
（24）例えば、野田醤油私的独占事件東京高裁判決（昭32・12・25高民集10巻12号743
頁）は、醤油市場に存在する客観的条件を利用して他の醤油製造業者の価格行動を野
田醤油が支配したことについて、野田醤油に「これを利用するという積極的な意思の
あることはとくに必要ではなく、客観的条件存在の認識及び自己の行為がその条件に
のつて一定の経過をたどることの認識があれば十分というべきであり」とする。
また、米国反トラスト法にあって、シャーマン法2条の適用において、独占的事業
者が行う独占化行為（monopolize）と準独占的事業者が行う独占化行為（attemptto
monopoHze）とを区別し、後者にっいては、一般的な意図（generalintent）を超え
て、競争を破壊し、または独占を形成する具体的な意図（speci且cintent）を必要とす
る（Times－PicayunePubHshingCo．v：UnitedStates，345U．S．594，626（1953））として、
違反とするための要件を加重する考え方も解釈の在り方を検討する上で参考になる。
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第1の場面は、従前から取引が継続していて、それが打ち切られる場合
である。
第2の場面は、新規に取引を申し込んだが、取引をしてもらえない場合
である。
第1の場面と第2の場面は、裁然と区分けできるわけではない。例え
ば、従前のブランドの商品については取り扱わせてもらっていた販売業者
が、新規発売のブランドの商品については取扱店から除外されたような場
合、第1と第2のいずれの場面と考えるかは、ケース・バイ・ケースにな
ろう。しかし、その区分けの実質的な基準としては、従来、取引拒絶者と
被拒絶事業者の間で、構築されてきた信頼関係ないし投資関係があること
を前提に、取引拒絶が行われた場合を第1の場面とし、かかる信頼関係な
いし投資関係が前提としていない場面で行われた取引拒絶を第2の場面と
して考えることにする。
第1の場面の方が、第2の場面よりも、被拒絶事業者の事業活動を制約
する程度は強い。被拒絶事業者の側において取引継続への期待が大きいか
らである。
さらに、前述したように、私的独占のコロラリーから、被拒絶事業者の
事業活動が制約される効果を排除効果と同様の場合と支配効果と同様の場
合に分けて考える必要がある。
排除効果と同様の場合とは、当該事業者と取引できないことにより、十
分な事業活動ができず、競争上不利な立場に立たされることである。支配
効果と同様の場合とは、取引拒絶されないような事業活動を行うことであ
る。支配とは、他の事業者の事業活動を自己の意思に従わせることであ
り、取引拒絶は、自己の意思に従わせる行為の実効性確保手段としてとら
れるものであり、かかる行為の一部をなすことになる。特に不公正な取引
方法の他の行為類型に該当する違法行為を行わせるための手段として、取
引拒絶が示される場合は、被拒絶事業者の事業活動を制約する程度は相当
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に強いものとの評価ができる。
付言すると、「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（注4）に
おいて、単独の直接取引拒絶の項で、「独占禁止法上違法な行為の実効を
確保するための手段として」行う場合と、「競争者を市場から排除するな
どの独占禁止法上不当な目的を達成するための手段として」行う場合とを
書き分けているところ、．前者が支配に至る取引拒絶であり、後者が排除に
至る取引拒絶である。
いずれにしても、不公正な取引方法としての取引拒絶の行為要件は、単
純に取引拒絶が行われたことをもって、行為要件が充足されるのではな
く、取引拒絶が排除または支配に該当する効果に至るものであることを
もって、充足されると考える必要がある。逆にいえば、排除または支配の
可能性のない取引拒絶は、不公正な取引方法としての取引拒絶の要件を充
足することはない（25）。
さら1ご、排除または支配の効果に至ることが、蓋然性でよいか、あるい
は現実に生じている必要があるかという問題がある。不公正な取引方法に
よる規制レベルにかかる問題であり、蓋然性でよいとすれば、過剰規制の
懸念を惹起しかねない事柄である。若干躊躇するところであるが、独占禁
止法が不公正な取引方法を規定した趣旨からすれば、取引拒絶の実行が証
明されればよく、排除または支配の効果は現実に生じることまでは必要な
く、蓋然性でよいとすべきであろう（26）。
（25）一般指定においては、「排除」の効果を明文で規定している行為類型もある。事業
者団体における差別取扱い等（一般指定5項）、不当廉売（一般指定6項）および不
当高価購入（一般指定7項）で「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがある
こと」と規定していることや、排他条件付取引（一般指定11項）で「競争者の取引の
機会を減少させるおそれがあること」と規定していることがその例である。ただし、
そのような明文の規定がないからといって、他の事業者の事業活動になんらの制約効
果もない行為が不公正な取引方法の行為要件におしなべて該当することが考えられな
いことは、本文で述べたとおりである。
（26）前注で引用した「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあること」や「競
争者の取引の機会を減少させるおそれがあること」からも、行為要件の段階でも私的
独占・不当な取引制限における事業者の事業活動の制約の程度から軽減された蓋然性
のレベルで規制が可能なところに不公正な取引方法の規制の特質を求めることにつな
がる。
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このことに付随して指摘されなければならないことは、支配に相当する
効果をもつ取引拒絶の方が悪性が強いと考えられることである。被拒絶事
業者に行為主体の意向を伝え、それに沿った競争制限的行為を行わせるこ
とで、他の事業者を競争制限行為に巻き込むことで、共同行為の範疇に入
り、独占禁止法上の悪性は強い。ただし、現実の事件において、取引拒絶
が被拒絶事業者の事業活動を支配しようとして行われたものか、排除しよ
うとして行われたものかを見分けることは、常に容易であるとはいえな
い。被拒絶事業者が行為主体の意向に協調しようとしない事業者である場
合、取引拒絶により取り除こう（排除）としているとも、協調する方向に
転ずることを期待している（支配）ともいえるからである。
排除の場合には、本来、取引先選択の自由からして、取引拒絶もまた本
来自由であると考えた場合、いかにして不適切な取引拒絶となるかは、考
えておく必要がある。行為主体から共同行為となる取引拒絶は、既に不適
切である。支配効果を有する場合もまた不適切である。したがって、不適
切さを特に判断しなければならないのは、単独行為による取引拒絶であっ
て、排除効果を有するものとされる場合である。その「不適切」とは、独
占的事業者によって行われ、他の取引先を見いだしがたく、被拒絶事業者
の事業活動を困難にする目的のみをもって行われた取引拒絶である場合が
典型的なものとなる（27）。現実には、そうはないということである。非独占
的事業者が単独行為として行う取引拒絶は、間接の取引拒絶や支配効果を
狙ったものでない限り、「取引拒絶」となることはない。
行為要件の最後に、独占禁止法で規制する以上、個別・単発の取引拒絶
にとどまることなく、放置しておいた場合、同様の取引拒絶が広がる、ま
たは繰り返されるおそれがあるという、行為の広がりが第4のプラス要因
（27）優越的地位の濫用による取引拒絶の場合は、一般指定14項で考えられる。上記の
自由な事業活動を制約するとのコロラリーから発する規制のほかに、独占禁止法的に
は、取引拒絶自体が、被拒絶者に不利益を強要するものであるとの観点からの規制も
ありうる。それは、市場における独占的事業者あるいは取引上相対的に優越した事業
者による搾取的濫用行為の視点からのものである。
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としてみなければならない。
以上のプラス要因のうちで、識別すべきは、当該取引拒絶が被拒絶事業
者の事業活動を排除・支配すべく、意図して行われているかという第3
のプラス要因である（28）。他のプラス要因は、被拒絶事業者の事業活動を排
除・支配しようと意図して行われるような取引拒絶には、当然に備わって
いる要素ということができる。
4「取引拒絶」の違法要件
行為主体に該当する事業者が行為要件に該当する取引拒絶を行っただけ
では、不公正な取引方法である「取引拒絶」には該当しない。多数の取引
関係が併存する状況で、たまたま一つの取引関係において取引拒絶がなさ
れたからといって、それが当該取引関係を超えた公序＝競争秩序に悪影響
を与えるおそれがあるとは考えにくく、そのような取引拒絶を違法行為と
して規制対象とし、事業者問の取引に公的行政機関である公正取引委員会
が積極的に介入する必要もないからである。違法要件を検討することは、
公正競争阻害性として、取引拒絶が行われることにより、被拒絶事業者の
事業活動が悪影響を受ける、あるいは悪影響を受けるに至ることにより、
独占禁止法が保護すべき競争秩序にどのような悪影響が生じ、または生ず
るに至るかということの検討である。
（1）原因行為と公正競争阻害性の因果関係の問題
行われた取引拒絶が原因となって、競争秩序に悪影響が生じる過程をい
い、悪影響とは、被拒絶事業者の自由な事業活動が制約されるおそれがあ
ることから生じるもので、自由な事業活動が存在することから期待される
競争＝自由な競争を減殺するおそれをいう。その因果関係のつながる態様
（28）不公正な取引方法は、私的独占・不当な取引制限と異なり、2000年改正以降、24
条に基づく被害者からの差止請求権の対象となっている。被拒絶事業者の事業活動に
影響を与えることを意図して行われているものであるとの第3のプラス要因は、差止
請求の対象となるほどの高度の違法性をもたらすものでもある。
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には、次の2通りがある。
第1に、取引拒絶が支配の効果をもつもので、被拒絶事業者が行為主体
の意向に沿った事業活動（特に、価格、数量、市場占拠率、取引の相手方
に関するものである場合）を行うよう強いられることが原因となって、自
由な競争を減殺するおそれが生じること。
第2に、取引拒絶が排除の効果をもつもので、被拒絶事業者の事業活動
が困難になることで、被拒絶事業者が本来有しうる競争力を持てなくなる
ことが原因となって、自由な競争を減殺するおそれが生じること。
なお、現実に行われた取引拒絶のみでは局所的で、競争秩序への影響が
想定できない場合でも、かかる取引拒絶が他の事業者に対しても行われる
という、行為の広がりの可能性がある場合は、因果関係がっながることを
認めてよいことは、前述のとおりである。
（2）公正競争阻害性の程度の問題
自由な競争の減殺とは、私的独占・不当な取引制限の違法要件である
「一定の取引分野における競争の実質的制限」よりも、競争秩序に与える
悪影響が相対的に低い程度のものと観念される（29）。自由な競争の減殺は、
（29）公正取引委員会は、「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（注4）におい
て、共同ボイコットについて、これによって市場における競争が実質的に制限される
場合は、当該行為は不当な取引制限（3条）に該当し、また、これによって市場にお
ける競争が実質的に制限されるまでには至らない場合であっても、原則として不公正
な取引方法（19条）に該当するとして、競争秩序への悪影響の程度の高低で適用法条
を分けている。市場における競争が実質的に制限されると認められる状況としては、
①価格・品質面で優れた商品を価格・品質面で優れた商品を製造し、又は販売する事
業者が市場に参入することが著しく困難となる場合又は市場から排除されることとな
る場合、②革新的な販売方法をとる事業者などが市場に参入することが著しく困難と
なる場合又は市場から排除されることとなる場合、③総合的事業能力が大きい事業者
が市場に参入することが著しく困難となる場合又は市場から排除されることとなる場
合、④事業者が競争の活発に行われていない市場に参入することが著しく困難となる
場合、⑤新規参入しようとするどの事業者に対しても行われる共同ボイコットであっ
て、新規参入しようとする事業者が市場に参入することが著しく困難となる場合を例
示する。
このような競争秩序への悪影響を質量的に二分して適用法条を異にすることへの批
判はあるにしても、競争秩序への悪影響の程度が低い段階であっても、行為主体およ
び行為要件に該当する態様の危険性が高いことから予防的に規制することは、過剰
規制とならないように配慮すれば、「萌芽（incipiency）理論」と称される事柄になる
が、考え方として認めうるものである。
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一定の取引分野における競争の実質的制限ほどの具体的危険を要するもの
ではなく、抽象的危険があれば足りるものである。具体的危険を要する場
合の意味は、有効な競争があれば期待される水準を超えて、価格が維持・
上昇するとか、生産数量や販売数量が減少するとか、あるいは市場への参
入が如何にしても困難になるとかいった競争制限の具体的徴表が表れ、あ
るいは表れる蓋然性があることである。これに対し、具体的危険を要する
ものではなく、抽象的危険があれば足りるとの意味は、前述のような徴表
がなくとも、行為要件に該当する取引拒絶が昂ずれば、かかる徴表の現出
に至ると考えられる程度のものであることで足りるとの趣旨である。
（3）行為主体・行為要件と違法要件の相関関係
公正競争阻害性における抽象的危険の存在は、具体的危険と異なり、そ
れ自体を現実に認識することはできないゆえに、行為主体・行為要件に該
当する事実が競争制限に至る強い要素があることから認識することにな
る。
競争制限に至る強い要素とは、行為主体について論じた共同行為の存在
であり、かつ、行為要件のところで論じた取引拒絶からもたらされる被拒
絶事業者の事業活動に対する排除と支配の効果の存在である。そのことが
既に「事業者相互間の自由な競争が妨げられていないこと及び事業者が競
争に参加することが妨げられていないこと（自由な競争）を侵害するおそ
れがあること（競争の減殺）」（30）を示している。「ある程度自由に、価格、
品質、数量、その他各般の条件を左右すること」（31）ができる状態に至って
いなくとも、当該取引拒絶の放置がその後にかかる状態に至る危険性のあ
る前段階には達しているというものである。
一般指定1項・2項は、行為主体・行為要件に該当する事実から、因果
関係を肯定して原則として違法要件である公正競争阻害性が認定できる場
（30）田中前掲書（注5）10頁。
（31）東宝・スバル事件（東京高判昭26・9・19高民集4巻4号497頁）。
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合と、行為主体・行為要件に該当する事実のみでは因果関係も肯定でき
ず、公正競争阻害性を認定しえず、他の要素を考慮して公正競争阻害性を
認定する必要がある場合とに分けている。
1項が前者にあたり、「正当な理由がないのに」という文言を用いてい
る。行為主体・行為要件に該当する事実に正当な理由がない限り、当該該
当事実のみで原則として因果関係を肯定して公正競争阻害性を認定する考
え方である。1項では、複数の競争事業者の共同行為であることを原則と
して公正競争阻害性を認定できるメルクマールとしている。行為主体の段
階で、被拒絶事業者が既に他に取引先を選択できる可能性を失わせ、それ
が行為要件にも及んで取引拒絶による排除または支配の効果もあがるもの
と考えたものである。
なお、正当な理由になりうる要素については、次の正当化事由の中で考
えてみたい。
2項が後者にあたり、「不当に」という文言を用いている。行為主体・
行為要件に該当する事実のみでは公正競争阻害性を認定せず、その他の要
素も考慮して、公正競争阻害性に相当する抽象的危険を認定できる事実が
積み上げる必要がある。その事実が積み上がって、かかる抽象的危険をも
たらす性質の取引拒絶であると認定されたところで、不当な取引拒絶とな
るとの意味である。換言すれば、取引拒絶の事実にとどまらない詳細審査
を必要とすることである。しかし、現実には、2項が適用される事例で
も、実態としては複数の競争事業者の共同行為である場合がほとんどであ
り、原則として公正競争阻害性が行為主体および行為要件から認定できる
ものである。
5取引拒絶の正当化事由
取引拒絶は、取引先選択の自由からそれ自体で直ちに独占禁止法上不当
とされるものではない。不公正な取引方法とされるプラス要因が取引拒絶
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に見いだせるときに、当該取引拒絶は「取引拒絶」となる。したがって、
行為主体および行為要件のそれぞれの段階でのプラス要因を正当化できる
事由があるかという問題である。正当化事由がもたらす社会的利益がプラ
ス要因がもたらす競争秩序への悪影響を上回るとき、取引拒絶は「取引拒
絶」となることを免れる。
行為主体の段階でのプラス要因は、取引拒絶を行う側で複数の事業者が
共同していることか、またはそれに代わりうるような独占力を取引拒絶を
行う側の事業者が有していることであった。したがって、共同しているこ
とから正当化事由が見いだせるかどうかという問題がまずある。
共同していることについてのみ言及すると、取引拒絶を行うことを主た
る目的として共同したのか、あるいは共同生産、共同販売、共同研究開発
等のジョイント・ベンチャーなどの共同行為に関係して行わざるをえな
かった取引拒絶であるかという区別である。米国反トラスト法の適用で議
論される「あからさまな（naked）な制限」か、「付随的な（ancillary）な
制限」であるかの区別である（32）。いかなる場合に付随的な制限とされて、
かつ、当該共同行為が競争制限効果よりも競争促進効果が上回って認めら
れるものであると判断されるかについては一律・一様に言い切れることで
はないので、取引拒絶を例に不公正な取引方法に内在する複数の構成要件
の相関関係を考察することを主眼とした本稿では、その内実までは立ち入
らない（33）。
行為要件の段階でのプラス要因は、主として、被拒絶事業者の事業活
動の意図的な排除・支配を狙ったものであるということであった。した
がって、行為要件の段階における正当化事由とは、被拒絶事業者の事業
活動が排除または支配されることに社会的利益が認められるかという問題
（32）河谷清文「共同の取引拒絶とその違法性（1）（2）（3）」（1997年）六甲台論集法
学政治学篇43巻3号59頁、44巻1号11頁、2号25頁参照。
（33）共同の取引拒絶の正当化事由について、詳細に論じた研究論文として、和田健夫
「共同ボイコットの正当化事由」・商学討究44巻1・2合併号（1993年）89頁参照。
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である。安全基準、環境基準、資格基準等を充たさない事業者との取引拒
絶や、信用不安が明らかな事業者との取引拒絶、さらには独占禁止法を含
め、法律違反を行っている事業者との取引拒絶などである。これらのケー
スにおける正当化事由の成否も一律・一様に言い切れる問題ではないの
で、行為主体の正当化事由で述べた同じ理由から、その内実まで立ち入ら
ない（34）。
違法要件の段階での正当化事由には、①取引拒絶がもたらす競争減殺効
果よりも競争促進効果が上回る事情がある場合、②積極的な公益目的が競
争減殺効果を相殺する場合、③取引拒絶により悪影響を受ける競争秩序が
社会的厚生からみて保護するに値しない競争秩序である場合などが考えら
れる。ただし、そのような場合、ほとんどは、上述のとおり、取引拒絶を
行う共同する行為主体の形成あるいは取引拒絶による被拒絶事業者の事業
活動の排除・支配といった行為主体または行為要件の段階の正当化事由と
して検討すれば足りよう。
6「取引拒絶」の構成要件該当性における順序
これまで検討してきた「取引拒絶」の各構成要件（行為主体、行為要件
および違法要件）への該当性については、判断する順番がある。
第1番目は、行為主体である。行為主体が①他の事業者と共同して行う
事業者または②独占力を有する事業者でなければ、「取引拒絶」の規制対
象には入らない。したがって、それ以外の事業者が取引拒絶を行っても、
「取引拒絶」に問われることはない。
第2番目は、行為要件である。他の事業者と共同して行う事業者が、一
部の事業者の事業活動を排除・支配することを意図的にねらって行う取引
拒絶でなければ、「取引拒絶」の規制対象には入らない。したがって、他
（34）例えば、金井貴嗣ほか編著『独占禁止法［第2版補正版1』（弘文堂、2008年）
236～241頁（川濱昇執筆）、根岸哲・舟田正之著『独占禁止法1第3版1』（有斐閣、
2006年）211・212頁参照。
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に理由があり、また、被拒絶事業者の事業活動を排除・支配しようとする
意図のない取引拒絶は、「取引拒絶」に問われることはない。
第3番目は、違法要件である。被拒絶事業者の事業活動が支配・排除さ
れるに至っても、それによる競争減殺効果を競争促進効果が上回るような
場合あるいは競争減殺効果が及ぶ競争秩序が保護するに値しないものであ
る場合は、「取引拒絶」に問われることはない。しかし、行為主体および
行為要件に該当して、違法要件への該当性を否定できる場合は、通常は考
えられない。
第3事件にみる「取引拒絶」の構成要件該当性
取引拒絶に適用可能な独占禁止法の法条は、①3条（私的独占）、②19
条・一般指定1項一2項（事業者が行う「取引拒絶」）および③8条1項
5号・一般指定1項一2項（事業者団体が主導する「取引拒絶」）であ
る（35）。協同組合のような事業者の結合体が事業者として取引拒絶を行った
り、他の事業者に取引拒絶を行わせた場合や、事業者団体が構成事業者ま
たはその取引先事業者に取引拒絶を行わせた場合は、形式的には単一の行
為主体として単独行為のように関係法条が適用されるが、実質的には、競
争関係にある同業者の結合体が行うものであるから、共同行為の範疇に入
るものである。そのような観点から、適用法条の如何に関わりなく、上記
の①を除いた②および③に関係した従前の事件（「取引拒絶」、すなわち不
公正な取引方法であるとの法適用に至った事件）をパターン化して、次の
ように整理してみた。
なお、それぞれのパタ1一ンに掲げた事件の一部に、パターンヘの当ては
めの記述を試みた。被拒絶事業者の事業活動の支配と排除の区別は、必ず
しも厳密なものになりえない事情は先述した。また、適用法条は、取引拒
（35）昭和28年改正前にあっては旧2条7項1号、昭和28年9月から現行一般指定が告示
された昭和57年6月までの間にあっては旧一般指定1を含むものとする。
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絶に係るものだけ掲げた。
パターン1行為主体において①競争事業者間の共同行為かつ②間接の取
引拒絶であること、および行為要件において③被拒絶事業者の
事業活動を意図的に支配しようとする「取引拒絶」事件
〔事件1〕家庭電機器具市場安定協議会・全国ラジオ電機組合連合会事
件（公取委勧告審決昭32・10・17審決集9巻11頁、適用法条
8条1項5号・旧一般指定1）
行為主体において、実態として、競争関係にある家庭用電気器具製造業
者16社ならびに多数の卸売業者および小売業者が共同（通謀・事業者団
体）して〔競争事業者間の共同行為〕、卸売業者・小売業（教唆事業者）
が製造業者（実行事業者）に取引拒絶を行わせており〔間接の取引拒絶〕、
行為要件において、製造業者が行うその指示小売価格を下回る価格で販
売する小売業者（被拒絶事業者）および当該小売業者に販売する卸売業者
（被拒絶事業者）に対する出荷停止（取引拒絶）により、これら被拒絶事
業者の事業活動を行為主体の意向（指示小売価格を維持すること）に沿っ
たものにしようとするものであり（被拒絶事業者の意図的な支配）、
これが原因となって、違法要件に相当する家庭用電気器具の小売分野に
おける自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
〔事件2〕山口県時計眼鏡貴金属商組合連合会事件（公取委勧告審決昭
40・1・25審決集12巻177頁、適用法条8条1項5号・旧一般
指定1）
〔事件3〕青森市時計眼鏡貴金属商組合事件（公取委勧告審決昭40・
5・4審決集13巻8頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定
1）〔事件4〕青森県時計眼鏡貴金属商組合連合会事件（公取委勧告審決昭
40・5・4審決集13巻11頁、適用法条8条1項5号・旧一般
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〔事件5〕
〔事件6〕
〔事件7〕
指定1）
セメント製造業者睦会事件（公取委勧告審決昭48・3・27
審決集19巻189頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
高知県生コンクリート工業組合事件（公取委勧告審決昭53・
3・1審決集24巻127頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定
1）
大阪兵庫生コンクリート工業組合事件（公取委同意審決昭
59・6・4審決集31巻7頁、適用法条8条1項5号・一般指
定2項）
パターン2行為主体において①競争事業者間の共同行為かつ②間接の取
引拒絶であること、および行為要件おいて③被拒絶事業者の事
業活動を意図的に排除しようとする「取引拒絶」事件
〔事件8〕東北新潟歯科用品商組合事件（公取委審判審決昭30・8・
22審決集7巻11頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件9〕長野県写真材料商組合事件（公取委勧告審決昭33・10・6
審決集10巻7頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件10〕山形海産物仲買人協同組合事件（公取委勧告審決昭38・2・
6審決集11巻54頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件11〕全国石鹸洗剤日用品雑貨卸商組合連合会事件（公取委同意審
決昭38・7・3審決集11巻94頁、適用法条8条1項5号・旧
一般指定1）
行為主体において、実態として、競争関係にある石鹸洗剤等卸売業者約
1400社が共同（事業者団体）して教唆事業者（正確には教唆事業者団体）
となって〔競争事業者間の共同行為〕、石鹸洗剤等製造業者35社（実行事
業者）に取引拒絶を行わせており〔間接の取引拒絶〕、
行為要件において、石鹸洗剤等製造業者からの供給停止（取引拒絶）に
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より、被拒絶事業者とされた㈱大量仕入機構（スーパーの共同仕入機構）
の石鹸洗剤等の卸売りを困難にしようとするものであり〔被拒絶事業者の
意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する石鹸洗剤等の卸売分野におけ
る自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
〔事件12〕福岡市鮮魚小売商組合連合会事件（公取委勧告審決昭39・
3・24審決集12巻89頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定
1）〔事件13〕富山県青果商業組合連合会事件（公取委勧告審決昭39・7・
14審決集12巻118頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件14〕七尾食品組合・七尾鹿島青果物小売組合事件（公取委勧告審
決昭40・5・4審決集13巻1頁、適用法条8条1項5号・旧
一般指定1）
〔事件15〕日田鮮魚仲買人組合事件（公取委勧告審決昭40・12・24審
決集13巻91頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件16〕宮城県テレビラジオ電機商業組合事件（公取委勧告審決昭
41・8・30審決集14巻29頁、適用法条8条1項5号・旧一般
指定1）
〔事件17〕富山県呉西魚商業協同組合事件（公取委勧告審決昭43・5・
10審決集15巻11頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件18〕伊勢魚商協同組合・伊勢魚仲買組合事件（公取委勧告審決昭
44・6・19審決集16巻27頁、適用法条8条1項5号・旧一般
指定1）
〔事件19〕鹿児島県自動車部品商組合事件（公取委勧告審決昭50・1・
25審決集22巻89頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件20〕中部日本コーヒー商工組合事件（公取委勧告審決昭53・5・
2審決集25巻5頁、適用法条8条i項5号・旧一般指定1）
取引拒絶でみる不公正な取引方法の構成要件の在り方（鈴木）139
〔事件21〕滋賀県生コンクリート工業組合事件（公取委同意審決昭
58・9・30審決集30巻50頁、適用法条8条1項5号・一般指
定2項）
〔事件22〕全国農業協同組合連合会事件（公取委勧告審決平2・2・
20審決集36巻53頁、適用法条19条・一般指定2項）
〔事件23〕仙台港輸入木材調整協議会事件（公取委勧告審決平3・1・
16審決集37巻54頁、適用法条8条1項5号・一般指定1項2
号）〔事件24〕東日本おしぼり協同組合事件（公取委勧告審決平7・4・
24審決集42巻119頁、適用法条8条1項5号・一般指定2項）
〔事件25〕新潟市所在タクシー事業者事件（公取委排除措置命令平
19・6・25審決集54巻登載予定、適用法条19条・一般指定1
項2号）
行為主体において、競争関係にある新潟市所在のタクシー業者21社が、
5社、9社および7社のグループに分かれて、それぞれの共通乗車券事業
者を計3社設立し、その発行する共通乗車券は全社に共通して使用できる
ものとし、タクシー業者21社が共同（通謀）して〔競争事業者間の共同
行為〕、教唆事業者となって共通乗車券事業者（実行事業者）に取引拒絶
を行わせており〔間接の取引拒絶〕、
行為要件において、共通乗車券事業者からの契約不締結（取引拒絶）に
より、被拒絶事業者とされた低額運賃タクシー業者3社の新潟交通圏にお
ける運賃支払いに共通乗車券を使用できるタクシーサービスの提供を不利
にしようとするものであり〔被拒絶事業者の意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する運賃支払いに共通乗車券を使
用できるタクシーサービスの提供分野における自由な競争を減殺するおそ
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れが生じることが認められる（36）。
パターン3行為主体において①競争事業者間の共同行為（直接の取引拒
絶）であること、および行為要件において②被拒絶事業者の事
業活動を意図的に支配しようとする「取引拒絶」事件
〔事件26〕再販売価格維持励行委員会事件（公取委勧告審決昭35・5・
13審決集10巻22頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件27〕関東畳床工業組合事件（公取委同意審決昭37・4・13審決
集11巻13頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件28〕岡山県南生コンクリート協同組合事件（公取委勧告審決昭
56・2・18審決集27巻112頁、適用法条19条・旧一般指定1）
行為主体において、実態として、競争関係にある生コン製造業者23社
が共同（通謀・事業者団体）して〔競争事業者間の共同行為〕、
行為要件において、卸商協組の組合員ではない事業者に供給しないこと
（36）本件については、低額運賃タクシー業者3社に対するいやがらせとなる妨害行為で
あることから、排除措置命令のような19条違反としてではなく、3条違反（通謀に
よる排除型私的独占）として構成できないかという議論はありうる（川濱昇・岸井大
太郎・稗貫俊文・山田務「座談会最近の独占禁止法違反事件をめぐって」公正取引
692号〔2008年6月号〕9～13頁）。私的独占とするためには、まず行為要件の段階
において、低額運賃タクシー事業者3社が共通乗車券を運賃支払いに使用できるタク
シーサービスの提供という事業活動が排除されたにしても、低額運賃まで阻止された
わけではないので、それがタクシーサービスの提供という本体の事業活動の排除に至
るまでの対事業者効果があるか疑問である。さらに、排除された事業活動が運賃支払
いに共通乗車券が使用できるタクシーサービスの提供という確実なところに限った場
合、新潟交通圏におけるタクシーサービスの取引分野の競争を制限するまでの判別で
きる効果があったかどうかは認識し難く、また、運賃支払いに共通乗車券を使用でき
るタクシーサービスだけで乗客の選好に基づき区別された取引分野として成り立っか
どうかも難しいところであった。その意味で、19条違反とした公正取引委員会の判断
は妥当と考えるし、違法要件を一定の取引分野の競争の実質的制限とした3条の限界
事例を不公正な取引方法が補完する事例の1類型を示したものともなった。
なお、不公正な取引方法の違法要件である公正競争阻害性の有無を論ずるにあたっ
ても、私的独占・不当な取引制限と同様に競争市場の画定を行うことが必要であるか
否かについては、その必要性を示唆する判例（東洋精米機事件東京高判昭59・2・17
行裁例集35巻2号144頁、ビル管理契約継続拒否等差止請求事件東京高判平19・11・
31審決集53巻1046頁＝〔判批〕土佐和生・ジュリスト1354号〔2008年4月10日号〕
『平成19年度重要判例解説』271頁）がある。筆者は単純に肯定できない意見をもっ
ているが、その論拠は別の重要主題になるので、とりあえず本稿では控えたい。
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により、被拒絶事業者とされた生コン販売業者の事業活動を行為主体の意
向（卸商協組の共同販売事業への参加）に沿ったものにしようとするもの
であり〔被拒絶事業者の意図的な支配〕、
これが原因となって、違法要件に相当とする違法要件である鮮魚介類の
小売分野における自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められ
る。
パターン4行為主体において①競争事業者間の共同行為（直接の取引拒
絶）であること、および行為要件において②被拒絶事業者の事
業活動を意図的に排除しようとする「取引拒絶」事件
〔事件29〕大阪ブラシ工業協同組合事件（公取委審判審決昭30・9・
20審決集7巻20頁、適用法条19条・旧一般指定1）
〔事件30〕鳥取青果商組合事件（公取委勧告審決昭33・2・25審決集
9巻41頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件31〕浜松青果業者組合事件（公取委勧告審決昭40・12・24審決
集13巻87頁、適用法条8条1項4号）
行為主体において、実態として、競争関係にある青果物小売業者726人
が共同（通謀・事業者団体）して〔競争事業者間の共同行為〕、
行為要件において、非組合員に青果物の販売をしないこと（取引拒絶）
により、被拒絶事業者とされた非組合員の野菜の小売りを困難にしようと
するものであり〔被拒絶事業者の意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する鮮魚介類の小売分野における
自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
〔事件32〕臼杵市鮮魚商仲買人組合事件（公取委勧告審決昭43・10・
21審決集15巻123頁、適用法条8条1項5号・旧一般指定1）
〔事件33〕ロックマン工法事件（公取委勧告審決平12・10・31審決集
47巻317頁、適用法条19条・一般指定1項1号一2項）
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行為主体において、競争関係にある複数の土木工事業者17社（ロック
マン工法による下水道管きょの敷設工事施工業者）が共同（通謀）して、
かつ、ロックマン機械を販売する建設機械販売業者も加わって〔競争事業
者間の共同行為に関係事業者も参加〕、
行為要件において、非会員の土木工事業者へのロックマン機械の貸与・
転売・販売を行わないこと〔取引拒絶〕により、被拒絶事業者とされた非
会員がロックマン工事を施工することができないようにしていたものであ
り〔被拒絶事業者の意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する事実からロックマン工事を含
む下水道管きょの敷設工事等の受注分野における自由な競争を減殺するお
それが生じることが認められる。
〔事件34〕東芝イーエムアイほか着うた事件（公取委勧告審決平17・
4・26審決集52巻348頁、適用法条19条・一般指定1項1号）
パターン5行為主体において①独占的事業者の単独行為かつ②間接の取
引拒絶であること、および③被拒絶事業者の事業活動を意図的
に排除しようとする「取引拒絶」事件
〔事件35〕㈱サギサカ事件（公取委勧告審決平12・5・16審決集47巻
267頁、適用法条19条・一般指定2項）
行為主体において、我が国において量販店向け自転車用品の販売高にお
いて業界第1位を占め、かつ、オークス製品の総代理店になった自転車用
品卸売業者が教唆事業者となって〔独占的事業者の単独行為〕、取引先卸
売業者（実行事業者）に取引拒絶を行わせており〔間接の取引拒絶〕、
行為要件において、取引先卸売業者からの販売停止（取引拒絶）によ
り、被拒絶事業者とされた特定競合5社の自転車用品販売活動を抑制しよ
うとするものであり〔被拒絶事業者の意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する量販店向け自転車用品の卸売
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分野における自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
〔事件36〕松下電器産業事件（公取委勧告審決平13・7・27審決集48
巻187頁、適用法条19条・一般指定2項）
行為主体において、我が国において多くの家庭用電気製品において販売
額第1位を占め、その製品を小売業者が取り扱うことが営業上有利とされ
ている家庭用電気製品の販売分野における有力な事業者が教唆事業者と
なって〔独占的事業者の単独行為〕、代理店等（実行事業者）に取引拒絶
を行わせており〔間接の取引拒絶〕、
行為要件において、代理店等からの販売抑止（取引拒絶）により、被拒
絶事業者とされた廉売を行う未取引先販売店の廉売する事業活動を困難に
しようとするものであり〔被拒絶事業者の意図的な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する同社製の家庭用電気製品の小
売分野における自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
パターン7行為主体において①独占的事業者の単独行為（直接の取引拒
絶）であること、および行為要件において②被拒絶事業者事業
活動を意図的に支配または排除しようとする「取引拒絶」事件
〔事件37〕丸亀青果物㈱事件（公取委審判審決昭42・4・19審決集14
巻64頁、適用法条19条・旧一般指定1）
行為主体において、丸亀市内におけるせり市場取引の大部分を占める青
果物卸売業者が〔独占的事業者の単独行為〕、
行為要件において、検査役選任および株主総会の招集を請求した組合員
らに対して、せりに参加させないこと〔取引拒絶〕により、当該組合員ら
は青果物の仕入れに支障を受けるに至ったものであり〔意図的な被拒絶事
業者の不適切な排除〕、
これが原因となって、違法要件に相当する丸亀市内の青果物の小売分野
における自由な競争を減殺するおそれが生じることが認められる。
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上記の37の事件のうち、事件1から事件34までの34件は行為主体にお
いて共同行為と目されるもので、行為要件においても意図して行われてい
ることは明らかな事例である。また、事件35および事件36の2件も間接
の取引拒絶が含まれることにより共同行為の範疇に入るものである。さら
に、事件37も会社の株主を構成する組合員のうち、多数派の組合員が共
同して会社に少数派の組合員に対する取引拒絶を行わせた（聞接の取引拒
絶）を行ったもので、やはり共同行為の範疇に入る事例である。このよう
に、これまでの事件はすべて共同行為による取引拒絶であったことが分か
る（37）。
第4不公正な取引方法の構成要件の在り方と独占禁止法改正案への懸念
不公正な取引方法の規制は、単に、競争制限的行為となりやすい行為類
型を抽出という位置付けは適当ではない。抽出された行為類型は、事業者
の事業活動として通常許容されるものであるから、予防規制あるいは萌芽
理論の観点から違法要件の段階での閾値を下げて規制にあたるとしても、
そのために事業活動を予め委縮させる過剰規制となることを回避すべく、
行為主体・行為要件の段階での閾値を上げて、行き過ぎた規制とならない
配慮をすること、換言すれば、違法要件の段階で軽減を図ったならば、行
為主体・行為要件の段階で加重を図るという、規制範囲を限定する工夫を
して、バランスを採るという配慮がなされるべきである。本稿における検
討は、実定法規に既にかかる配慮がなされていることを論証することで
あった。また、運用の実態も行為主体が共同して取引拒絶を行うという被
拒絶事業者の事業活動を排除・支配しようとする人為性の高い競争阻害行
為を内容とする事件に集中していた。
（37）結論的にいえば、独占的事業者による純粋な単独行為としての取引拒絶（不可欠施
設理論‘‘essentialfacilitiesdoctrine”を容認して、独占的事業者に取引義務を課し、そ
の取引拒絶を違法と扱おうとする場合を含む。）は、私的独占のレベルで論じること
であって、不公正な取引方法のレベルで扱うことではない。
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不公正な取引方法のうち、私的独占・不当な取引制限の延長線上にある
行為類型にっいては、かかる不公正な取引方法の規制自体を廃止し、私
的独占・不当な取引制限の規制に収れんすべきという主張もなされてい
る（38）。本稿では、①我が国独占禁止法の不当な取引制限の対象が水平的カ
ルテルに限定する解釈が判例（39）でとられてきたこと、②共同行為の違法
要件としては一定の取引分野の競争の実質的制限の解釈を示した判例の基
準が高すぎること（40）などの観点からも、不公正な取引方法の規制が無用
との立場はとらないが、だからといって、厳しい一方だけの規制があって
もいいとは考えていない（41）。
現在（平成20年7月7日時点）、第169回通常国会に政府が提出し、同
国会閉会後衆議院で継続審査となっている独占禁止法改正案がある。この
改正案では、不公正な取引方法については、新たに課徴金が賦課される可
能性（42）のある行為類型が、公正取引委員会の告示による指定ではなく、
独占禁止法中に法定することが示されている。取引拒絶にあっては、現在
の一般指定1項（共同の取引拒絶）がそのままかかる課徴金賦課対象行
為類型として改正案成立後の独占禁止法（以下「改正法」という。）の9
項1号に法定されるものになっている。そこでは、「公正な競争を阻害す
るおそれがあるもののうち」（現行法2条9項柱書き）は外されているの
で、文理解釈・反対解釈によれば、改正法9項6号（公正取引委員会の指
定による行為類型）に「公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち」
（38）村上政博「独占禁止法における判審決分析の役割（22）実体規定全般の見直し」公
正取引691号（2008年5月号）46頁。
（39）東宝・スバル事件（東京高判昭26・9・19高民集4巻14号497頁）、東宝・新東宝
事件（東京高判昭28・12・9高民集6巻13号868頁）。
（40）拙稿「競争の実質的制限における違法性判断基準の在り方」厚谷裏児先生古稀記念
論集『競争法の現代的諸相（上）』（信山社、2005年）357頁参照。
（41）私的独占、不当な取引制限等と異なり、不公正な取引方法は被害者による差止請求
訴訟（24条）の対象となっている行為であるので、取引拒絶のように事業者間で日常
的な行為について、私人による過剰規制（濫訴）とならないような配慮もまた必要で
ある。
（42）改正案では、課徴金は直ちに課されるものではなく、同じ行為類型を再犯した場合
に課されることとなっている（改正法20条の2等）。
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が存置されていて、他方、改正法9項1号には「公正な競争を阻害するお
それ」に相当する文言が置かれていないことになることから、改正法9項
1項に規定する複数の競争者による共同の取引拒絶には明文の違法要件が
ないことになる（43）。このことを違法要件がなくなったと直裁に解すれば、
論理的には、違法要件による限定がなくなったことであるから、改正法2
条9項1号の適用範囲は一般指定1号のそれよりも拡張されたことにな
る。
加えて、違法要件の段階のみならず、行為要件の段階においても、現行
の一般指定1項に規定する共同の取引拒絶は、現行法では、2条9項1号
の差別的取扱いに該当する行為として指定されているものであるから、被
拒絶事業者が他の事業者と差別されているものであることが前提となって
いる。しかし、改正法2条9項1号で直接規定される共同の取引拒絶は、
差別的取扱いとのっながりは条文上読み取ることはできなくなっている。
したがって、論理的には、差別的取扱いの要素がない取引拒絶であって
も、複数の競争事業者が共同して行う特定の事業者に向けられた取引拒絶
が不公正な取引方法として違法とされる可能性が新たに加わったことにな
る。
（43）改正法9条1号に明文で規定されているのは、行為要件のみで、行為要件に該当す
れば、違法性が認められる。この場合の違法性は、行為要件に該当すれば独占禁止法
という法規範に違反するという意味に過ぎず、それ以上に特別な意味を有するもので
はない。「正当な理由がないのに」と規定されていることも、行為要件の一部であっ
て、ある事業者との取引を複数の競争事業者が共同してでも拒絶・制限せざるを得な
い合理的な理由（例えば、被拒絶事業者に関する客観的に反公益的ないし反社会的事
由など）が存在している場合には、行為要件に該当する取引拒絶にはならないことを
意味する。条文上、違法要件の記載が失われたことは、従前可能であった公正競争阻
害性がないとの反証を許さなくなるものと解されかねない。例えば、競争関係にある
複数の小規模製造業者がそれぞれの製品に共通の統一ブランドを付し、そのブラン
ド・イメージの向上のためと考えて、流通段階において専門店には扱わせるが、量販
店には扱わせないとした場合、量販店は他に供給先を容易に見いだすことができ、か
つ、かかる販売政策は他の有力なブランドとの競争を促進する効果が考えられこそす
れ、競争を減殺する効果ないしその可能性を認めることができないような場合でも、
先述の正当な理由と目される合理的な理由が示せないときは、とにかく競争関係にあ
る複数の事業者が共同して取引拒絶を行えば、不公正な取引方法に該当することにな
る。従前よりも、共同の取引拒絶の適用範囲は拡張されたことになる。
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上述の考え方に対して、論理解釈・勿論解釈として、独占禁止法の中に
あって公正取引委員会という行政機関による規制の対象となる以上、公正，
競争阻害性をなお違法要件として必要とすることで変わりないというこ
と、さらには、特定の事業者に向けられた取引拒絶であるから、他の事業
者に比して常に差別的取扱いとなることは変わりないということを提示す
ることは不可能というわけではない。改正案の作成者である公正取引委員
会自体がそのような考え方であることは容易に推測できる。
しかし、課徴金が課される可能性があるようになることで、実質的にサ
ンクションが強化される場合に、従前において、不公正な取引方法にっい
ては過剰規制とならないように、公正取引委員会として一般指定の構成要
件の設定において配慮を加えていたものを等閑視して、精密な条文構成を
必ずしも意図しなかった部分があること（必）は懸念される事柄である。
本稿で示した考え方によれば、改正法2条9項柱書きで「この法律にお
いて「不公正な取引方法』とは、次の各号のいずれかに該当する行為をい
う。」とあるのは、「この法律において『不公正な取引方法』とは、公正な
競争を阻害するおそれがあるものであって、次の各号のいずれかに該当す
る行為をいう。」とすべきであったことになる。そうでない場合、すなわ
ち違法要件による限定をないものとした場合は、過剰規制となる懸念を回
避するために、行為要件でバランスをとることとし、その中に加重する要
素を加えるべきであった。例えば、改正法9条1号であれば「ある事業者
に対し、供給を拒絶し、又は供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは
（44）精密な条文構成を意図した部分もある。例えば、共同の取引拒絶についても、一般
指定1項で「ある事業者に対し取引を拒絶し又は取引に係る商品若しくは役務の数量
若しくは内容を制限すること」とあるのが、改正法2条9項1号では「ある事業者に
対し、供給を拒絶し、又は供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を制限す
ること」との限定がみられる。さらに、差別対価については、一般指定3項で「不当
に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品若しくは役務を供給し、又は
これらの供給を受けること」とあるのが、改正法2条9項2号では「不当に、地域又
は相手方により差別的な対価をもつて、商品又は役務を継続して供給することであつ
て、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの」との加重要素の追加が
みられる。
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内容を制限することであって、その事業者の事業活動を困難にさせるおそ
れがあるもの」というように。行為要件においてこのような加重要素を加
えることにより、米国反トラスト法の適用で、当然違法となる共同の取引
拒絶は「あからさまなボイコット（nakedboycott）」の場合であり、そう
ではない共同の取引拒絶は合理の原則による判断されることと共通する規
制レベルを維持することになる。
違法要件を削除したのは、競争者と共同して行う取引拒絶であることを
用いて、行為主体および行為要件の段階で、従来、違反事件として取り上
げてきた高い競争減殺効果を有するレベルの共同の取引拒絶から抽出され
るプラス要因を解釈として確立し、課徴金の対象となる可能性をもっよう
になる不公正な取引方法二共同の取引拒絶を限定的にすることも、また選
択可能な道である。
（本学法科大学院教授）
